
2007年度前期　マクロ経済学1

第1回

マクロ経済変数・国民経済計算(1)

＊必要な数学：高校レベルで十分。

*現実経済のエピソードについては、時間的制約から教科書を参照すること。

今回の講義

● マクロ経済学とは何か－ミクロ経済学との比較

● 国民経済計算 (SNA)　＊一国経済の動きを把握するための会計システム

● 国内総生産 (GDP)　　＊一国経済の生産水準の指標。 SNAの中心的概念。

● 名目GDPと実質GDP　＊時間を通じての生産水準の比較

● 価格水準の指標：GDPデフレーター、消費者物価指数



マクロ経済学とは何か－ミクロ経済学との比較
＊マクロ経済学が何を対象にしているのか、どのような分析方法を採るのかを簡単に紹介。
(1)分析対象　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ミクロ経済学：特定の企業・市場・産業（さらには家計）における経済活動を分析。
＊市場には生産物市場(消費財、資本財、中間投入財)以外に、生産要素(労働、資本(工場、
　機械などの物的な生産設備）[のレンタル]市場、金融・資本市場が含まれることに注意。　
＊経済活動：最も基本的な関心は、どのような財がどれだけ生産され、価格がどのように決ま
　り、その結果誰が所得を得るのか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
＊家計：個人や家族。家計の経済行動としては労働、消費の他、結婚・出産なども含まれる。
　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
マクロ経済学：1国（また世界）全体の経済活動を分析。短期的な経済活動の変動　
　　　である景気循環と長期的な経済活動の変動である経済成長が2大トピックス。
＊経済 前期の講義は景気循環と関連した内容が中心。成長は数十年単位の経済活動水準
の変化（例を挙げて説明）。景気循環や経済成長がなぜ起こるのか、それらに対してどのよう
な政策を採ることができるのか、というのが主たる関心。　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊これ以外にも一国経済全体に関わるよ
うな経済問題はマクロ経済学の対象。例えば少子高齢化の日本経済への影響。ただしこの講義
では景気循環と経済成長に焦点をあてる。

＊経済問題はしばしばミクロ経済学的な視点とマクロ経済学的な視点の双方から考察できることに
注意。

　＊例えばある企業の成長。これは基本的にはその企業の採る戦略や運に依存するが、日本経済・ 
 世界経済の景況、産業構造の変化といったマクロ的要因にも影響される。

　＊逆に日本経済の成長は、ミクロ的レベルでいうと個々の企業がどれだけ優れた製品を開発でき
るか、個人がいかに勤勉に働き、能力向上に努めるかに依存。

　
　＊したがってミクロ経済学の対象となる経済問題では、ミクロ経済学の重要性が相対的に大きい
が、マクロ経済学が必要とされないというわけではない。逆も真。

マクロ経済学とは何か－ミクロ経済学との比較（2）
(2)分析方法

– ミクロ経済学：個々の経済主体（家計、企業など）の意思決定問題から出発して
関心対象である経済現象にアプローチ。下から積み上げていく方式。　　　　　
＊例えば価格理論（市場での財の価格や取引量の決定について分析。最も基本的なミクロ経
済学の理論）では、消費者の効用最大化問題と企業の利潤最大化問題を解き、市場均衡を導
出し、財の生産量・価格・消費量を算出。　

– (学部レベルの)マクロ経済学：一国全体の経済活動を示す諸変数(マクロ経済変
数)間の関係を観察し、モデルを構築。個々の経済主体の意思決定問題はモデル
の背後にあるが直接的には表現されていない。　　　　　　　　　　　　　　　
＊ミクロ的な意思決定をとばして、その結果としてのマクロ経済変数から出発。

– (学部レベルの)マクロ経済学ではなぜこのようなアプローチがとられるのか？
1)対象が大きく複雑－モデルの整合性を考えるとミクロ的基礎に基づくアプローチをとるべきであ
り、現在のマクロ経済学の主流(大学院レベル以上のマクロ)は実際そうである。しかし学部マ
クロのモデルのベースであるIS－ LMモデルが作られた約60年前のミクロ経済学はそのような
アプローチをとるだけの水準に達していなかった。

2)シンプルでパワフル－シンプルながら現実のマクロ経済学の大まかな動きを表現できる。ミクロ
的基礎に基づくモデルはしばしば非常に複雑となるのに対し、これから学習するモデルは

　　簡単なグラフで分析が可能。



国民経済計算
＊一国全体の経済活動の水準をどのようにして測定するのか？　　　　　　　　　　　　
個々の消費者、企業、政府などの経済活動を集計して、どのように国全体の経済の動きを把握する
のか？国全体の経済活動の把握は政府の経済政策の基本だから、これは政府の機関によってなされ
ている。具体的には
●国民経済計算(System of National Accounts,略してSNA)
　一国全体の経済活動を記録するための会計システム．　　　　　　　　　　　　　　　

　＊国連が国際標準を提示し、加盟国に採用を働きかけている。日本では内閣府経済社会総合研究
　　所が作成。
　＊最新の国際基準は93SNAで、日本は2000年に採用。
 ＊国民経済計算は，広義には「国民所得勘定」、「産業連関表」など５つの勘定から構成されているが，通常
　　は「国民所得勘定(National Income Accounts)」を説明する言葉として使われています。
 (1)フロー (flow) 面の経済活動の記録: モノ・サービス、所得、資金の流れ．
     フロー変数：ある一定期間あたりの量として測定される．
ある期間内(1年、四半期）に経済を構成する各部門でどのような財･サービスがどれだけ生産さ
れ，それがどのような価格でどの部門に販売され、結果発生した所得がどのように分配され、所得
がどのように支出(消費、投資）されたのか。これらに対応して資金がどのように流れたのか。
    
 (2)ストック (stock) 面の経済活動の記録: 資産、負債。
　　ストック変数：過去からの累積をふくめ,ある一時点での量として測定される.
ある期間内(1年、四半期）に経済を構成する各部門で資産(住宅，生産設備、土地、在庫などの実
物資産および現金、銀行預金、株式などの金融資産)、負債（金融資産、買入債務）がどれだけ変
化したのか。
　　
＊このうち、ここではフロー面の経済活動水準を表すいくつかの重要な変数に焦点を当て
る。

国内総生産(GDP)
● 国内総生産 (Gross domestic product, 略してGDP) 　＊最も基本的なマクロ経済変数

 (GDPの定義1)一定期間にある経済で生産された最終的な財やサービスの
        　　　価値(価格*数量)の合計.
 一定期間:1年間、4半期。当期間以前に生産された中古品(売買者間の所有権の移転)、
　　　　　　在庫品(生産時に計上)の売り上げは含まれない。 
         
 最終的な：他の財の生産に投入するために生産された財やサービス（中間投入財とぶ）
　　　　　の価値は含まない。消費や投資(マクロでいう投資とは将来の生産能力の拡張
　　　　　のために生産設備に対してなされる支出のこと。工場や機械への支出)に用い
　　　　　られる財のみ（図を書いて説明）。

　価値：異なる財、サービスは異なる市場価格をもつ(異なる評価をされている)からそ
　　れを反映させる(市場で取引されない財、サービスの取り扱いについては後ほど）。

　例：米を生産する農家と米屋からなる経済

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 GDPは最終財である精米の売り上げ　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　である250万円。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　                                    　　　中間財である玄米の売り上げ100万円　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は含まれない。

米作農家 米屋
売上 売上

支出
賃金
玄米の購入

100万円 250万円

150万円
100万円



国内総生産 (GDP)(2)
　＊別の角度からもＧＤＰを定義することが可能
● 付加価値 (value added)：（生産額）－（中間投入財の購入額）。                 
前述したように財やサービスの生産は、労働、資本(ここでいう資本とは工場や機械な
どの物的(非人的な)な生産設備のこと)といった生産要素だけでなく、中間投入財、
つまり他企業の生産した財、サービス(他企業の生産した原材料も含む)をも投入する
ことによってなされる（図を書いて説明）。

　　先ほどの例：でいえば農家の生産活動からの付加価値は100万円、米屋の生産活動
　　からの付加価値は150万円となる。

（GDPの定義2）一定期間に1国経済で生み出された付加価値 (value added)の合計　

   先ほどの例：で言えばGDP=100+(250-100)=250(万円 ).単純な売り上げの足し算だと 
               二重計算になってしまうことに注意。

● 国民総生産 (Gross National Product, GNP)＝国民総所得(Gross National Income, GNI): 　

  国民が一定期間に生産した最終的な財やサービスの価値(価格*数量) の合計. 　　  
　GNP(GNI) = GDP +(外国からの純要素所得受け取り)　　　　　　　　     
＊要素所得：労働、資本といった生産要素からの収入。賃金や利子、配当。海外からの純要素所
　　得＝日本人が海外に保有する生産要素からの所得- 外国人が日本に保有する生産要素の所得。
（具体例で説明）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
＊現在はGNPではなくGNIが一般的に用いられている。　　　　　　　　　　　　　　＊
日本では2000年度の93SNAへの正式移行以後、GNPという名称は国の統計から消滅。　　　　

国内総生産(GDP)(3)
＊GDPの算出に伴ういくつかの細かい問題　＊先に簡単に定義を述べたが、実際算出するに
あたっては、様々な問題が生じる。それらにどのように対処しているのかを簡単に説明する。

● 帰属価値 (imputed value):市場取引されていない財･サービスの価値の推定値。

– 農家の自己消費：市場価格を用いて評価。
– 持ち家からの住宅サービス：対応する借家の家賃をもとに推定。所有者が自らに家賃を
支払い、その家賃を受け取っていると見なす。　　　　　　　　　　　　       　　
＊もう少し細かくいうと住宅購入はその時点での投資とみなせる。というのは居住者が購入した住宅か
ら長期的に便益を受けるから。購入後毎期住宅から受ける便益を、サービスとしてその期のＧＤＰに算
入する。購入した住宅そのものは生産要素で、それを使用する(労働投入)することで、(電気や水道
などの中間投入財も投入することで)サービスが生産されると考える。

– 公共サービス：市場で供給されないサービスについては、費用＝価値とみなす。
– 耐久消費財からのサービス：算入されず。一方、耐久消費財のレンタル業からの付加価
値はGDPに算入されている。より正確な生産水準の把握のためには、持ち家からのサービ
ス同様算入すべきであるが。

– 家事サービス：算入されず。正確な経済活動の把握のためには算入すべきだが。
● 在庫品の扱い：生産されたが今期売れ残り摩耗した場合はGDPには計上されない。一方次期ま
で価値が持続した場合、生産者(企業の所有者)が自己売買したものと見なしGDPに計上する。
一方来期も売れ残り摩耗した場合にはマイナスの生産ととらえ、その分来期のＧＤＰが減少。

● 地下経済：政府の把握していない経済活動(非合法取引や多くの露天商売など政府に未届けの
活動）。途上国では実際の経済活動に占める比重は大きい。途上国のGDPは先進国と比べて実際
の生産水準を過小評価している。



名目GDPと実質GDP
● 異なる時点間の生産水準の比較

– 名目 GDP（ nominal GDP） : その時点での財・サービスの価格を用いて算出さ
れたGDP。これまで見てきたGDP. 異なる時点の生産水準を比較するには不適
当。

– 実質GDP（ real GDP） : ある基準時点での財の価格を用いて算出されたGDP.

（例）米と麦のみを生産する経済
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第0年の価格で測った第１年の実質GDP:   
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　500*10+1000*5＝1億円＜第0年の実質GDP　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第1年の価格で測った第0年の実質GDP:
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　1000*10＋500*10＝1億5000万＝第1年のGDP

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊基準年の取り方によって実質GDPの値が変
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　化するだけでなく、異なる時点の実質GDP
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の大小関係が変わりうることに注意。　
　　　
  ＊このような基準年の取り方による影響を避けるために、2004年の12月より連鎖方式による実
質GDPの算出が行われている。これは基準年を毎年変更し、（t期の実質GDP）＝（0期[参照年]の
実質GDP）＊（それ以降の毎年の実質GDP成長率）により求められる（時間に余裕がある場合の
み、講義の最後に）。

生産額
米 1000 10
麦 500 5

米 500 10
麦 1000 10

第0年 数量　(トン) 価格(万円/トン)
　　1億円
　　2500万円

名目GDP 　　1億2500万円
第1年

　　5000万円
　　1億円

名目GDP 　　1億5000万円

＊会計年度：日本では4月
から翌年3月。

＊基準年1990年－それ以
前：実質＞名目，それ
以後:名目＞実質．物
価上昇を反映。

＊ただし90年代の両者の
乖離は小さい．低い物
価上昇率のため。90年
代後半の乖離の縮小－
物価下落(デフレ)を
反映。
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出所　内閣府経済社会総合研究所　『国民経済計算　 (旧 68SNA)』より作成。
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名目･実質GDP成長率 (1955 - 2000)

出所　内閣府経済社会総合研究所　『国民経済計算　 (旧 68SNA)』より作成。
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価格水準の指標
＊ＧＤＰ：一国経済の生産活動の水準をはかる指標。今度は物の値段をはかる指標を見てみる。    
  これまで見てきたＧＤＰから直接導出される物価水準の指標は　　　　
  
● GDPデフレーター (GDP deflator)：             　　　　実質ＧＤＰの定義より基準年で1．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　基準年よりも高ければ１．　　　
　　　　　
● 消費者物価指数 (Consumer Price Index, CPI)：国民経済計算とは関係ないが頻繁に  
      用いられる物価指数．他に企業物価指数(2002年度以降卸売物価指数より移行)   
      もよく用いられる。
● 2つの価格指数の違い

 (1)構成される財
    GDPデフレーター: GDPの定義より国内で生産された財のみから構成され輸入財は含まず。
　　　　　　　　　　　ただし輸入中間投入財の価格変化を通じて影響を受けることはあり得る。

    消費者物価指数: 輸入財を含め家計が消費する財。資本財は含まず。消費活動に焦
　　点を当てた指標といえる。同様に企業物価指数は企業間取引に焦点を当てたもの。 
                
 (2)算出方法  ＊学生は数式なし 
　　*ラスパイレス (Laspeyres)式物価指数               　
　　　基準時の数量をウェイトとして用いる。　
　　
    *パーシェ (Paasche)式物価指数
　　　比較時の数量をウェイトとして用いる。
 

名目GDP
実質GDP



価格水準の指標（2）
 (2)算出方法（つづき） 

GDPデフレーター:定義よりその年に生産さ
れた財の数量を用いて基準年の価格と比較
(パーシェ型)。生計(生活）費の変化を過小
評価(基準年と比較して相対価格が上昇した財
の消費・投資は通常減少するから、そのような
財の価格に対するウェイトが小さくなる）。

消費者物価指数:基準年に消費された財の数
量を用いて基準年の価格と比較(ラスパイレス
型）。生計費の変化を過大評価(基準年と比較
して相対価格が上昇した財の消費・投資は通常
減少するが、そのような財の価格に対するウェ
イトとして基準時の数量を使用）。日本では5
年ごとに基準年を変更。

●左図

＊ＧＤＰデフレーターについては名目、実質成
長率のグラフを見たときに述べた傾向が見られ
る。

＊消費者物価水準とＧＤＰデフレーターを比
較すると、60年代前半をのぞけば極めて
似た動きを示している．2回の石油危機時
には消費者物価指数の方が上昇率が大きく
なっていることに注目(ガソリンなど輸入
消費財の影響と考えられる)．
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GDPデフレーター･消費者物価指数変化率 (1955 - 2000)

（出所）　内閣府経済社会総合研究所　『国民経済計算　 (旧 68SNA)』　
および　総務省統計局　『平成 14年消費者物価指数年報』より作成。
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